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要旨

• リスクの潜在場としての環境システムについて述べ、そ
の診断指標、代替案の評価指標としてのリスクに関し、
その意義、方法等についてケーススタディとともに解説す
る。特に、生産・消費・廃棄の過程において多属性をもつ
化学物質のリスク評価のケーススタデイからリスク管理
研究についても若干展望する。
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１．はじめに（5分）
　　研究の背景、動機付け。

２．研究概要（35分）
　２．１仕事の範囲・分類、共通の軸やキーコンセプト（10分）
　２．２研究事例：（２５分）
　　2.2.1　化学物質：リスク評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(10分）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　2.2.2　流域管理：統合モデル　　　　　　　　　　　　　　　 　　　(10分）　　
　　2.2.3　温暖化：知覚されたリスク 　 (5分）　　
　　　　

３．展望（5分）
　　

発表内容の構成
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1 環境システムの例
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環境システムA：環境質変換技術の必要
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指標としてもちいられたリスクの意義

１．環境制御目標値の根拠を与える。
　　－物質、製品の流れをコントロール。

２．How safe is safe enough? リスクにレベルの管理目標、
　　手段、条件を提示。

1
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リスク評価の中間項
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表―１ 　 リ スクの類型比較・ 評価・ 管理
入力情報 出力の例 目的 技法

類型化 ・  Perceived risk-
actual risk
・  Unknow-known
・  Deard-undread

・  リ スクの分類

・  リ スクの性格

・ リ ス ク の属性を 把

握

・ 構造分析

比較 ・ 有害性

・  頻度

・  曝露人数

・ 摂取量

　 －摂取量／ADI
・ 曝露濃度／ベンチ

マーク濃度

・  リ ス ク 因のスク リ

ーニング

・  データ 収集

・  空間的比較

・  時間比較

評価 ・ 曝露量

・ 被害関数

－用量反応

・  ク ラ イテリ ア

・  発癌リ スク

・  生態リ スク

・  平均余命

・ リ スク の見積 ・  運命予測

・  曝露解析

管理 ・  発癌リ スク

・  生態リ スク

・  平均余命

・  代替案 ・  単一的最適化

・  複数目的ト レ ード

オフ

・  代替案順位づけ

・ ト レード オフ 解析

－制約条件

　 －アク セプタ ンス

1
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　研究概要　２．１　研究の対象

課題
対象

現状 目標 制約

技術的課題 政策的課題

化学物質 上市前評価 次世代影響

への対応

生産サイ ド

への影響

エンド ポイン ト

の検索

対象物質の限定

研究投資額

流域水資

源

流量制御

浄水処理

下水処理

水量水質管

理

用途別水質

別要求

水循環プロセス

ののモデル化

総合影響評価モ

デル

発生源管理の高

度化

廃棄物 処理・ 処分

依存型のシ

ステム

資源備蓄・ 廃

棄物管理型

システム

埋立地の立

地場所

有機性廃棄物の

リ サイク ルシス

テムの導入

Extended
Producer
Responsibility
から

Extended
Consumer
Responsibility
へ

温暖化 GHG 排出
抑制対策

都市の代謝ｼ

ｽﾃﾑの再構築

対策費用

perception
gap

統合モデルによ

るシナリ オ分析

他のリ スクと の

比較

間接影響評価
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２．２　研究事例

（１）　化学物質
（２）　水資源質
（３）　知覚されたリスク
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化学物質利用と環境リスク

移流
大気中分解

土壌移流
水中分解
S.S.

・ 生物

底質

・・・・・・・

事後評価：モニタリング

環境での輸送・反応過程

中間

過程

消費

過程

生産

過程

開発

段階

・流達過程

・廃棄物処理過程

下水処理過程・

市場前審査

欲求充足、被爆過程

曝露量低減のための代替案

目標

設定

判定

基準

（生産）

（管理）

（生活）

2.2.1
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化学物質のリスク管理が必要とされる理由

・上市前評価では、多様な使用実態に対応した
評価ができない。化学物質のライフステージ毎
のリスク評価にもとづく管理が必要。

・影響判定点が、知見の入手とともに変化する
ので予防原則が必要とされる。不十分なデータ
ではあっても方針をきめなばならない。

2.2.1
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　汚染診断修復におけるリスクシミュレーションの役割

◎対策効果の視覚化と合意形成促進
◎対策技術の組合せ効果の評価
◎修復代替案の比較が可能

■リスクの構造モデル

■リスクの時空間
　分布予測モデル

■修復による効果
　予測モデル

濃度（場、汚染物質） リスク（場、汚染物質、被曝条件）

（CALTOX, MEPAS, etc.）

　現状のrisk 分布

◎緊急度の判断
◎要因のプライオリティを決定
◎クリティカルパスを同定

◎汚染の進行速度を視覚化
◎修復の範囲の決定
◎高曝露集団の分布を視覚化

技法・結果 利点

代替案実施後のrisk 分布

機能

（予備調査段階）

汚染源情報

被曝側情報

場の概念モデル 曝露モデル

リスク判定条件

集団の健康リスクﾚﾘ ｽーｼﾅﾘｵ

被曝シナリオ
環境媒体動態

　 シナリ オ

環境場情報

場のリ スク評価

汚染物質濃度

Phase 1

Phase 2

Phase 3

2.2.1
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暴露人口

事例の
類型化

リスク（確率） リスク評価

対策の
効率性
評価

実行可能性

対策費用

対策効果
短期的効果（有毒性・移動性・削減）

長期的効果（有毒性・移動性・削減）

修正要件

州の同意

住民の同意

将来の土地利用

絶対要件

Remedial Investigation

汚染サイトの修復対策発動に必要な要件の階層構造

2.2.1
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流域管理の必要とされる背景

• 流域システムの境界条件の変化
– 入力条件

• 人口の集中にともなう環境負荷の増加
• 製品生産・流通・消費過程からの負荷

– 出力側
• 評価基準の強化（物質数、濃度レベル）
• 評価視点の変化（健康、アメニティ、生態）　

2.2.2
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BASIN
ver.2.0

GREAT-ER 本研究

開発主体 USEPA
Office of Water

欧州化学会社

を中心とする

産・学・官のコ

ンソーシアム

公開年（開始

年）

１９９６．９～ （１９９６～） （１９９６～）

目的 流域管理で発

生する点源、

非点源汚濁の

管理

生産・消費・廃

棄に伴う有害

化学物質のリ

スク評価

流 域 で の 水

量、水質、水

生生物への影

響予測

動機 データ管理の

一元化・効率

的利用

化学物質の環

境へのリスクを

共通の枠組み

ののもとで相

対評価

人間活動系・

水循環系・被

影響系の統合

モデルによっ

て流域の評価

を行う

現到達段階 国内全域を対

象としたｼｽﾃﾑ

が稼働

欧州全域を対

象

河川流域を対

象

　流域環境評価システムの特徴2.2.2
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流域モデルの全体構成

降水量

メッシュ型
多層流出モデル 水分移動量

人口、産
業

点源負荷排出量

河道内
富栄養化モデル

微生物濃度

生物濃縮モデル

生物体内中濃度 影響評価モデ
ル

生物個体数変化

化学物質
放出量

汚濁負荷物質
河川流入量

人への影響

化学物質多媒体間動態モデル

水中化学物質濃度 大気中化学物質濃度

負荷流出タンクモデル

土地利用 面源負荷排出量

透水係数

生物個体数モデル
生物への影響

風向、風
速

2.2.2
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対象流域の土地利用分類

対象流域：愛知県庄内川系矢田川流域

分類1(山地)

分類2(水田)

分類3(畑地)

分類4(都市)

分類5(水域)

人口の分布

2.2.2
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最下流点での1年間の水分流出傾向

・A層：50cm　　B層：1m　　C層：4m

降水時における各層貯水高の変化

A層 B層 C層

2.2.2
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化学物質多媒体間動態モデルの適用
化学物質濃度の空間的分布(12月31日24時)

大気中LASの分布 土壌中LASの分布

大気中ベンチオカーブの分布 土壌中ベンチオカーブの分布

大気中ダイオキシンの分布 土壌中ダイオキシンの分布

2.2.2
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FR(C)
fR(C)

C
c c + dc

fC(C)dc

dc

fR(C)
or

fC(C) fC(C)

環境中濃度Cが生物耐性Rを超える確率値Pf
(生物の死滅確率）

P P R C
F c f c dc

f

R c

= <

=

( )

( ) ( )    
0

c 濃度cの出現頻度

                  = −
−

+
1 2 2Φ( )µ µ

σ σ
R C

R C

Φ：標準正規分布関数
μ：平均
 σ：標準偏差

モーメント法の適用
2.2.2
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用量－反応関係と環境中濃度の分布の関係
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2.2.2
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温暖化に対する流域の応答：

Scenario analysis

⊿ T(℃)

0 3

⊿
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%
) -10
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+10
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E F

2.2.2
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2.2.2
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まとめ

１．流域管理ツールの開発により人間活動・汚濁伝播・被影響
系をつなぎその枠組みの中で化学物質のリスク評価を行った。
その結果、場の特性を反映した評価が可能となった。毒性影響
（リスク）を考慮した、物質使用（土地利用）の方法の提案の筋道。

2.2.2
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温暖化のリスク：人々の意識構造を介し
たリスクの把握

• What do people know about climate 
change?

• What difference can be seen in the 
perception of climate change issues 
between US and Japanese samples?

2.2.3
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Questionnaire survey

• Survey period: July - September 1993
• Sample size: 130
• Subjects: Japanese well-educated lay 

people who live in the Kansai area 
(Osaka, Kyoto, JAPAN). All of them 
were non-technical college students.

2.2.3
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U.S.:

àBT to date: àBT in 10 years: àBT in 50 years:

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

-5 5 15 -10 0 10 20 30-10 0 10 20 30

Japanese:

É =2.6
É–=2.3
median=2

É =2.0
É–=2.2
median=1.5

É =3.9
É–=4.3
median=3

Has warming occurred? And how much?
2.2.3
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Response to closed-form questions about 
causes of global warming

Deforestation 

Clearing 
tropical forest

Burning fossil fuels

US is among top 5 nations 
contributing global warming

Aerosol spary cans

Ozone in cities

Toxic wastes

The hole in the 
Antarctic ozone layer

China is among top 5  
nations contributing to  
global warming

Acid rain 

1.45

1.39

Distribution TrueFalseCause Mean DA

1.26

1.25

1.13

0.87

0.56

0.53

0.49

0.16

DA: Degree of agreement

2.2.3
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Response to closed-form questions about the likely 
impact on global warming of various strategies

Stopping the use of 
fossil fuels

Using all known energy 
conservation measures

Planting trees

Making national parks or ...

Converting to electric cars

Stopping the use of aerosol

Compliance with all the air pollution ...

Stopping pollution from 
chemical plants

Regulations of coolant  release ... 

Recycling most consumer  goods

Slow or stop SpeedCause Mean BA

1.38

1.33

1.30

1.08

1.06

0.96

0.96

0. 94

0.94

0.84

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.90

Reducing population growth

BA: Belief in abatement

2.2.3
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Response to closed-form questions about 
effects of global warming

Sea level rise by 
melting ice at the North 
and South Poles   
The sea level rise 

Ecological disaster all 
over the world 

Agricultural problems 
and starvation

Making the climate 
"steamer"

More coastal 
storm damage 

Shorter and 
milder winters 

1.32

1.25

0.96

0.83

0.66

0.66

0.54

Cause Mean DA Distribution
TrueFalse

Species extinction

Increase in pre-
cipitation and humidity

0.43

0.42

0.37Shortage of oxygen

2.2.3
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今後の研究の展望

１．生産過程で使用されている化学物質の管理
　　－モニタリングのシステム化
　　－リスク管理原則の選択ルール
　　－製品流れにおける化学物質の管理
　　－深層防護の具体化

２．リスク評価の情報の価値
　　－意思決定のために必要な追加情報
　　－研究課題の優先順位をつけること

3
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監視
要因

現象

使用量
Ａ

原水濃度
Ｆ

漏洩・
流出

物質の
使用

流達率
Ｂ

毒性
Ｃ

水処理性
Ｄ

使用水中
濃度

Ａの上位
項目

Ａ×Ｂの
上位項目

Ａ×Ｂ×Ｃ
の上位項目

Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ
の上位項目

降水
流出・
涵養

流量・
貯水量

利用

Ｅの上位
項目

生物応答
特性
Ｅ

Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ
×Ｅの上位項目

図－　監視体制の例

3
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表－１ 　 リスクのクライテリア
クライテリ ア 意味 根拠・ 法律等

Zero risk
ゼロリスク

禁止による完全なコント ロール。 物質は安全と証明

されねばならない。

食品医薬品におけるデラニー条項(1998年
廃止)

To the extent
feasible
実行可能な範囲で

実行可能であるこ と 。 費用便益分析は不適切であ

る。 毒物に対し 、 人や労働者の健康を守る。

OSHA section 6(b)(5),21

De minimis
とるに足らないﾘｽ

ｸ

無視し う るレベルのリ スク。 Clean Air Act
TSCA

Natural standard
自然ﾊ゙ ｯｸｸﾞ ﾗｳﾝﾄﾞ

自然現象に由来するリ スク。 (広く 、 社会に普及している )

Unreasonable risk
不当なリ スク

リ スクを削減するための対策の費用と便益を考慮

する。

TSCA5(f)

Significant risk
重大なリ スク

費用、 便益は考慮しないが技術は考慮する。 最 上 の 安 全 が 要 求 さ れ る (OSHA,
(6)(b)(5)29

Adequate margin of
safety
十分な安全の幅

大気汚染物質（ SO2, CO, TSP, HC） 人口集団のう ち
感受性の高い集団を守る。

Clean Air Act for Primary and secondary
national ambient air quality standards.

Reasonable
necessary or
appropriate
必要なまたは適切

な

費用と便益の比較考量が求められる。 TSCA, sec. 4(f),15

Ample margin of
safety
十分な安全の幅

Clean Air Act 108 で網羅されていない大気汚染物質
(Be, Hg, asbestos)費用、 便益は考慮し ない。

実行可能な最善の技術によっても残留す

るリスクの考慮を含む。 Clean Air Act 112

As low as
reasonable
achievable(ALARA
)
実行可能な限り 低

く 。

個人と社会のリ スク。 個人のリスクに対し ては低い

確率を。 後者に対しては期待値を用いる。

集団のリ スクは或る値に設定される。更な

る集団のリ スクの削減のための費用－有

効度分析

  （ Paustenbach,1991）
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